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Ⅰ．2001から 2010年度までの広聴・広報活動 
 

１．2001～2004年度：「地層処分事業の認知向上」 

○ テレビＣＭや新聞広告等による広聴・広報活動を全国で展開。 

○ 全国の地方新聞社論説委員や若手経営者、消費生活アドバイザーの方々との座談会や、

100 名規模での公開討論会（フォーラム）を地方新聞社と共催で開催し、その概要を採

録記事で掲載。 

 

■ 十分な成果を得られなかった。 

 

 

 

２．2005～2007年度：「アイキャッチの重視」 

○ テレビＣＭや新聞広告等に、著名人と統一キャラクター「モグール」を起用すると 

ともに、キャッチコピー「知ってほしい、今、地層処分」を使用。 

○ フォーラムや座談会を継続して開催。 

 

 

■ メディア広告の効果と東洋町報道により、高レベル放射性廃棄物、地層処分事 

業等の認知度が向上。 

 

■ 放射性廃棄物小委員会「中間とりまとめ」における「最終処分事業を推進する 

ための取り組みの強化策『国民全般への広報の拡充』」を踏まえ活動を見直し。 

  

  【最終処分事業を推進するための取り組みの強化策（2007 年 11 月）】 

   ＜広聴・広報関連部分＞ 

文献調査を進めるための強化アプローチ 

◇ 国民全般に対する広聴・広報活動の更なる拡充 

    ◇ 地域における広報（「地域広報」）の充実 

    ◇ 国が前面に立った取組 
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３．2008～2010年度：「国民全般への広報の拡充」・「必要性・安全性の訴求」 

 

（１）草の根活動の拡充 

① ワークショップの開催 

エネルギーや環境問題に関心を持つ各地のＮＰＯ、市民グループと連携したワーク

ショップを開催。 

2008年度 ６回 

2009年度 10回 

2010年度 10回 

   ※2007年度に２回開催。 

 

② 座談会・フォーラムの拡充 

座談会や、フォーラムの実施回数を倍増＜2010年度はキャンペーンの一環としてシ

ンポジウム（トーク・ライブ）を開催＞。 

 座談会 フォーラム 

2008年度 18回 ２回 

2009年度 ９回 ９回 

2010年度 ６回 ０回 

  ※2001年以降、座談会・フォーラムは計 132回開催。 

 

（２）メディアを活用した広報活動の展開 
 

地層処分事業の必要性を訴求したテレビＣＭを放映。また、記事体広告により、必要

性、安全性に関する情報を提供。 

① テレビ・ラジオＣＭ 

○ 地層処分の「必要性」などを著名人が語りかけるテレビＣＭを放映。 

○ 全国系列のラジオ番組（TBS ﾗｼﾞｵ「生島ヒロシのおはよう一直線」）を提供。 

② 新聞・雑誌広告 

○ 著名人による広告等をテレビＣＭと連動して掲載。 

○ 小学生新聞に漫画による広告を掲載。 

○ 「まんがよくわかるシリーズ  エネルギーのひみつ［改訂版］」を制作し、全国 

の公私立小学校（23,500校）、図書館（3,000箇所）へ配布。 

③ その他 

○ 科学技術館の原子力関係フロアに地層処分の体感シアターを設置。 

○ 電力ＰＲ館に人工バリアの実物大模型を設置（17箇所）。 

○ ホームページのリニューアル（動画コンテンツ、子ども向けコンテンツの追加） 

○ 広報誌「ＮＵＭＯ ＮＯＴＥ」のリニューアル（主婦層向けの誌面構成） 
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（３）キャンペーンの展開（2009年度・2010年度） 

メディアを活用した広報をはじめ、さまざまな取り組みを集中的・効果的に展開。 

※ 2009年度は 10月（1ヶ月）、2010年度は 10月～12月初旬（約 2ヶ月）で実施 

 

【2010年度キャンペーン「いま、考えよう！ 放射性廃棄物の地層処分」の概要】 

① メッセージ  

○ メイン：「原子力発電から出た放射性廃棄物をどうするか。」  

○ サ ブ：「放射性廃棄物の安全な『地層処分』を。それがＮＵＭＯの責任です。」 

② 訴求ポイント  

○ 地層処分事業の「必要性」：他人事ではなく自分ごとであり、実は、今やらなけ

ればならない問題であること  

○ ＮＵＭＯの宣言：「地層処分」は、ＮＵＭＯが責任をもって実施すること  

○ 地層処分の安全性 ：地層処分は世界的に共通した最も安全な方法であること                       

③ 活動内容 

○ 「エネルギー・トーク・ライブ」 

・ テレビでお馴染みの方々と一緒に地層処分について考える「トーク・ライブ」 

を６都市で開催。お笑い芸人による説明や、専門家による解説、クイズ・実験等 

を通じて、地層処分の必要性と安全性を分かりやすく情報発信。 

 

○  参加型イベント「来て！見て！答えて！なるほどエネルギー」 

・ 高さ４ｍの「巨大ジオラマ」をはじめ、ガラス固化体の実物大模型の展示や、 

地層処分に関するクイズラリーなど、楽しみながら地層処分への理解を深めても 

らえるイベントを６都市で開催。クイズラリー参加者は各会場 1000名以上。 

 

○ 原子力発電に関するインタビュー  

・ 47都道府県での街頭インタビューにより５万人を超える方々に原子力発電や 

地層処分に対する意見をいただき、特設 Webサイト上で紹介。 

 

○ キャンペーン特設サイトの設置 

・ キャンペーン期間中の各種情報を順次掲載するとともに、Webアンケートや 

街頭インタビューでいただいた意見を紹介。 

 

○  新聞広告（15段広告・2回）・テレビＣＭ（30秒・44本） 

 

○  テレビ番組（特番）の提供  

・ 「最後の社会科見学」 

→ 10月 12日 22:00～22:54（日本テレビ系全国ネット） 

    ・ 「野口健と考える エネルギーの未来と地層処分」（前年度制作番組の再放送） 

→ 10月 17日 13:00～13:55（ＢＳフジ） 



5 

④ キャンペーンの効果 

○ ＮＵＭＯが実施した「全国キャンペーン」の事前・事後の効果測定結果では、

「認知度」、「必要度」、「安全度」といった主要指標は着実に向上 

 

○ しかし、「安全度」「地層処分施設の地元建設の賛意度」は、レベルとしては低

い水準 

 

   ＜キャンペーンの効果測定結果＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

なお、2011年度については、当初、「対話型理解活動（座談会・ワークショップ等）」、「マ

スメディアを活用した情報発信（新聞広告・テレビＣＭ等）」、「全国キャンペーン」など、

幅広い活動を積極的に展開することとしていたが、福島第一原子力発電所の事故を受け、主

な活動をすべて自粛。 
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Ⅱ．広聴・広報活動の更なる見直し 
 
１．経 緯 

 
○ 東日本大震災や行政刷新会議の提言（広報活動を抜本的に見直すべき）

を踏まえ、外部の有識者から成る「広聴・広報アドバイザリー委員会」

を設置し、「広聴・広報活動のあるべき姿」について検討。2011年 12

月から 2012年２月まで計４回にわたり議論いただき、３月に報告書を

受領した。  
 
【委員構成】 

委員長： 鳥井 弘之氏  （日本経済新聞社 社友（元論説委員））  

委  員： 鰀目 清一朗氏 （地域力活性化研究室 代表取締役） 

             崎田 裕子氏  （NPO法人持続可能な社会をつくる元気ネット） 

            東嶋 和子氏  （科学ジャーナリスト） 

             長辻 象平氏  （産経新聞 論説委員）  

  

２．「広聴・広報アドバイザリー委員会」の報告書（2012年３月 21日） 

アドバイザリー委員会からいただいた主な提言は、以下のとおり。 
 

（１）今後の広聴・広報活動の方向性  
○ 調査候補地の応募を得るには、ＮＵＭＯが国民からの信頼を少しでも回復するこ

とが必要。このためには、「真摯」、「顔の見える」、「誠実」、「市民の声に耳を傾け

る」という姿勢を感じ取ってもらえる施策が必要であり、具体的には直接情報を伝

えてご意見を伺うための「機構外モニター」の設置を提案。 

○ 長期に亘る地層処分事業の特性を踏まえると、20代の若者、大学生、高校生とい

った若年層との意見交換の場が必要。 

 

（２）地域広報と全国広報  
  ○ 地域のリーダー（首長・議員・農漁商工業関係者等）への情報提供が考えられる。 

○ 顔の見える対話を通じて信頼の回復につなげる「地域ワークショップ」の開催を軸 

とした「地域広報体制」の強化が必要。 

○ 「地域広報」にあたっては、各地で集会を企画・実施する地域のファシリテータの 

存在が必要。また、参加者が自走していく仕組みも必要。 

  ○ 「全国広報」にあたっては、安全性の訴求も必要だが、応募地域への「感謝の気持 

ち」を示すことの大切さを理解してもらうことが必要。 

 

（３）安全性の理解活動  
○ 常にＮＵＭＯ全体として積極的に情報発信できる案件を掘り起こし、定例会見を実

施する意識・仕組み等が必要。また、プレス発表にあたっては、記者クラブと同時に、

過去に接触のあった報道関係者に情報提供することが必要。 

  ○ 原子力以外の分野の専門家や、地域で信頼されている大学教授等の知識人から、根 

拠のある、冷静で一定の距離を置いた情報を発信してもらうことが必要。                               
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（４）地域振興に関する情報発信 

○ フィンランドやスウェーデンの地域振興を担った現地の人から直接体験談を話し

てもらうことが必要。 

 

３．2012年度の主な広聴・広報活動 

アドバイザリー委員会からの提言を踏まえて 2012年度に取り組んだ主な

活動は、以下のとおり。＜別紙１～３ 参照＞ 

 

（１）ワークショップの実施方法を見直して開催 

・ 参加対象の拡大（教育関係者・学生） 

・ 参加者を公募 

・ 希望者にファシリテーションのスキルを学ぶ機会を提供 

 

（２）若者を対象とした理解活動＜ディベート＞ 

・ 千葉大学で「高レベル放射性廃棄物の処分問題」をテーマにディベート授業を実施 

 

（３）ＮＵＭＯモニター制度の創設 

   ・ 当機構のＰＲツールや活動に対するアンケート、意見交換を実施。 
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Ⅲ．2013年度 広聴・広報活動の重点（案） 
 
 アドバイザリー委員会の提言、「国民との情報共有が不足していた」との原
子力委員会の指摘、ならびにワークショップやモニター制度を通じていただい
た意見を踏まえ、2013年度においては、国における関連施策の見直しの動向も
見極めながら、次のとおり広聴・広報活動を強化する。 
 
（１）ワークショップの開催回数を倍増、対象層を拡大 

ワークショップの開催回数を倍増させ、一般生活者層のほか、教育関係者や大学生

を対象とした活動を本格展開する。 

 

（２）ディベートによる理解活動の全国への展開 
千葉大学教育学部において実施した結果を踏まえ、大学生や高校生を対象とした展

開を検討し、段階的に全国的な取り組みに繋げる。 

 
（３）モニター制度の継続といただいた意見の諸活動への反映 

モニター制度を継続して実施し、アンケートと意見交換会を通じていただいた意

見を今後の活動の改善に繋げる。 

 
（４）自治体等への説明 

今後の政策の動向等も踏まえ、全国の自治体等に地層処分事業の考え方を説明し、

理解の促進を図る。 

 

以 上 
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【別 紙】 
＜別紙１＞ワークショップの開催 

＜別紙２＞若者を対象とした理解活動＜ディベート＞ 

＜別紙３＞ＮＵＭＯモニター制度の創設 
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＜別紙１＞ 
ワークショップの開催 

 
１．目 的  

   「地層処分事業に関する認知向上」と「必要性や安全性に対する理解促進」

のためのワークショップを開催する。実施にあたっては、参加者を多様化し、

活動の裾野に拡がりを持たせる。 

  

２．概 要  

【今年度の新たな取り組み】 

○ 従来の一般を対象としたワークショップに加え、教育関係者（現職教

員、大学教員、研究者等）や、高校生・大学生といった 10 代後半～20

代前半の若者を対象とするワークショップも開催。 

○ 参加者を、ウェブサイトやチラシ等により公募。 

○ ワークショップの参加者の中で希望する方に、ファシリテーションの

スキルを学ぶ機会を提供。 

○ 当日の様子や各グループの議論・発表、質疑応答の内容など、開催結

果をホームページで詳しく紹介。＜「参考資料」を参照＞ 

○ 開催予定を報道関係者へ積極的に提供。 

 

（１）ワークショップの開催  

① 内 容：「放射性廃棄物の地層処分に関する必要性や安全性」を理解し

てもらうため、情報提供するだけでなく、参加者に自分ごと

として積極的に考えてもらい質問・意見等をいただく、双方

向のワークショップを開催。 

② 回 数：全国の電力会社管内において各１回 

③ 参加者（公募） 

・ 開催地域の在住者 

・ 教育関係者（現職教員、大学教員、研究者等） 

・ 高校生・大学生といった 10代後半～20代前半の若者 

 

（２）相互交流全国集会の開催  

① 内 容：参加者の一層の理解促進を図るとともに、「ファシリテータ育 

成」の場として、相互交流全国集会を開催。 

② 場 所：東京都内 

③ 時 期：各地のワークショップが全て終了後に１回（２日間） 

④ 参加者：各地でのワークショップ参加者のうち希望者計 50名程度 

 

（３）ファシリテータの育成 

ワークショップの参加者でファシリテータとなることを希望する方に、

「座学」、「施設見学」、「全国集会での実践」といった研修の機会を提供。 
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３．スケジュール（予定を含む） 

 

 場 所 対 象 実施日 参加者 取材 

ワ
ー
ク
シ
ョ
ッ
プ 

１ 北海道 北海道札幌市 教育関係者  1月 26日（土） 27名 ２社 

２ 東 北 宮城県仙台市 一般 11月 10日（土） 19名 １社 

３ 東 京 埼玉県新座市 大学生 12月 8日（土） 22名 ３社 

４ 中 部 愛知県名古屋市 一般 10月 27日（土） 20名 ２社 

５ 北 陸 石川県小松市 一般 11月 9日（金） 27名 ０社 

６ 関 西 大阪府大阪市 一般  1 月 23日（水） 31名 ０社 

７ 中 国 広島県広島市 教育関係者  2月 24日（日） － － 

８ 四 国 高知県香美市 教育関係者  2月 17日（日） － － 

９ 九 州 福岡県福岡市 一般  2月 9日（土） － － 

10 沖 縄 沖縄県西原町 一般 2月 10日（日） － － 

ﾌｧｼﾘﾃｰﾀ研修 
愛知県名古屋市・ 

岐阜県瑞浪市 

ﾌｧｼﾘﾃｰﾀ 

候補者 

2月 22日（金） 

～23日（土） 
－ － 

全国集会 東京都港区 
ﾜｰｸｼｮｯﾌﾟ 

参加者 

3月 8日（金） 

～9日（土） 
－ － 

 

４．参加者からの主な意見 

（１）一般生活者 

○好意的な意見 

・ 判断するには知識が必要。もっとこうした勉強会を開催してほしい。 

・ 子供にいかに伝えるか。学校でもっと話をしたほうが良い。 

・ 高レベル放射性廃棄物がこれだけの量が出ているなど、日常生活の中 

で『見える化』して欲しい。 

・ 今現在放射性廃棄物はあるわけで、今後どうしていくか議論したい。 

・ 地層処分してしまうと見えないので、逆にそれが危険を感じさせる。 

危険の可視化が必要ではないか。 

・  私たちの生活にはエネルギーが必要であり、その意味からも市民が

関心を持つべきである。 

・  このような高レベル放射性廃棄物の問題があること自体知らなかっ

た。全国の人達がこの情報を知り、自分たちで考えていく必要がある

と感じた。 
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・  スウェーデンやフィンランドで事業が進んでいるのに、日本ではま

だ公募の段階である。もっと事業を積極的に推進すべきではないか。 

・  このような問題は、私たち学生の世代も知るべきだし、私たちの子

供の世代も知っていくべき内容だと感じた。 

 

○厳しい意見 

・ 原子力を進める際に、この事業も併せてもっと進めるべきではなか

ったのか。 

・ これまでこういう問題があることを知らなかった。3.11以降にこう

いう問題を国民に投げかけてくるのでは遅すぎるのではないか。 

・ 地中深く埋めるということは、環境負荷を与えることになるので良

くない。 

・ 現在各発電所のプールで貯蔵している使用済燃料を乾式にして長期

貯蔵すべきではないのか。 

・ 事業内容について、専門家と非専門家のコミュニケーションはとれ

るのか。この話を聞きたくない人は最初から聞かないのではないか。 

・ 現在、原子力関係の学科の減少等で学生が減っているが、次世代へ

の技術の継承は大丈夫か。 

・ 既に高レベル放射性廃棄物が存在することは仕方ないが、今後これ

以上増やさない努力が必要ではないか。 

 

（２）教育関係者 

○好意的な意見 

・ 省エネのために自分たちの生活をどう変えていけばよいのかを、家

庭科の授業などで教えるようにしていきたい。 

・  地層処分の問題を自分のこととして切迫感を持って考えるようにす

るには、道徳の授業などで、子供の心情面も育てていかなければなら

ない。 

・  エネルギー環境教育の中で、廃棄物の問題まで目を向けていく必要

性を感じた。 

・ 各教科の単元ごとに割り当てられた時間では、地層処分までの話を

するのは無理だが、扱う教科を柔軟に考え長期的に考えていくべき。 

・ 長期の計画に基づく教育、情報提供の必要性は否定しないが、すぐ

に使える「指導カリキュラム」などの整備にも着手すべき。 

 

○厳しい意見 

・ 小学校の授業で高レベル放射性廃棄物について教えるのは難しいだ

ろう。 

・  日本には地盤の安定した場所はないと思う。世界で協力し合って、

地球規模で安定した場所に処分するといった発想も大事ではないか。 
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＜別紙２＞ 
若者を対象とした理解活動＜ディベート＞ 

 
１．目 的 

 
地層処分事業に対する若者層（10 代後半～20 代前半）の「興味・関心」

を喚起するとともに、原子力発電や原子燃料サイクルの是非に関わらず現世

代で解決すべき国民的課題として捉え自発的に考える素地を醸成。 

 

２．概 要 
 

（１）内 容 

千葉大学教育学部教授で、ＮＰＯ全国教室ディベート連盟理事長の藤川

大祐氏の協力のもと、千葉大学教育学部後期授業において、「高レベル放

射性廃棄物の処分問題」をテーマとしたディベートを行い、テーマと手

法の親和性や理解度を検証。 

（２）対 象 

千葉大学教育学部 学生 26名（藤川氏授業受講者） 

 

３．スケジュール（授業展開） 
 

10月 ２日（火） オリエンテーション／ディベート入門 ① 

10月 ９日（火） ディベート入門 ② 

10月 16日（火） ディベート入門 ③ 

10月 23日（火） ディベート入門 ④ 

10月 30日（火） 論題（放射性廃棄物の処分問題）について 

（ＮＵＭＯ） 

11月 ６日（火） 高レベル放射性廃棄物に関する講義 

（京都大学原子炉実験所教授 山名元氏） 

11 月 13日（火） 地層処分事業について        （ＮＵＭＯ） 

11月 20日（火） 発問と討論に関わる議論の検討 

11月 27日（火） リサーチ・リテラシー 

12月 ４日（火） 提案する社会科と「出力型」授業 

12月 11日（火） 応用倫理学の考え方 

12月 15日（土） 瑞浪深地層研究センター見学（受講学生） 

12月 18日（火） ディベートの準備 

１月 15日（火） ディベートの試合①（取材：新聞２社） 

１月 22日（火） ディベートの試合②（取材：新聞２社） 

１月 29日（火） ディベートの試合③（取材：テレビ１社、新聞２社） 
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４．３回目（１月２９日）試合概要 
【論題】 

 「日本は高レベル放射性廃棄物の地層処分計画を撤廃し、恒久管理を義務
づけるべきである。是か非か。」 

 
（１）肯定側主張 
 ○ 保管は地層処分と同じ方法を採用する。ただし、施設の閉鎖は行わず、 
  より良い処分方法が発見されるまで、モニタリングする。 
○ 肯定側のメリットは１つ。「何かあった時に、放射性廃棄物を取り出し、 
対応出来ること」、「何時でもより良い計画に変更できるということ」。 

○ コストよりも安全性が重要。 
○ 地層処分で閉鎖してしまうと、地下の状況について把握するのに時間が 
 かかり、対応が遅れる。 
○ １０万年に亘って地下水、地層が安全という保証はない。 

 
（２）否定側主張 
 ○ 現行の地層処分を継続する。争点は「コスト面」、「安全面」の２点。 
 ○ 否定側のデメリットは「コスト面」、「安全面」の２点。コスト面は、 
  世代間不公平の問題が生じる点。安全面は、人事異動時の伝達ミスや 
  長期間経過による緊張感の緩和、チェック不足の面で不安。 
 ○ 被ばくした機器を地上に回収し、処分する際に、２次、３次被ばくが 
  懸念される。 
 
（３）藤川教授講評・感想 
 ○ ３週に亘りディベートの試合を重ねることで、１週目、２週目に比べ、

学生達のディベートスキル（立論、質疑、反駁）はかなり上達した。 
 ○ 昨年 10 月から授業を重ね、途中地下処分の研究施設も見ることができ

るなど、私自身も勉強になったし、これから教育者として現場に出て行く
学生達にとっても非常に良いリテラシー教育の機会となった。 

 ○ とかくマスメディアでは、原発の再稼働問題ばかりが報道されるため、
メディアリテラシーを欠くことなく、高レベル放射性廃棄物の処分に係る
問題をとらえるべきと考えている。私としては、来年度も是非続けたい。 

 
５．授業受講者からの主な意見 
 ○ 最初は難しい問題だと思ったが、最後にディベートの試合が準備 
  されていたので、目的意識を持って最後まで取り組むことが出来た。 
○ 当初は、国やＮＵＭＯが国民に対し、故意に情報を隠して、知らせ 
ないでいるのではないかと思っていたが、学習を続けるうちに、実は、 
自分がエネルギー問題、放射性廃棄物問題について関心を持たずにいた 
ためであったことが分かった。 

○ 放射性廃棄物の問題は、自分たちだけでなく将来世代の問題でもある。 
今回学んだことを、クラスの友達や家族にも広げていくとともに、学

校教育の中で次の世代にも伝えていけたら良いと思う。 
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＜別紙３＞ 
ＮＵＭＯモニター制度の創設 

 
１．目 的 

当機構のＰＲツール（ＴＶＣＭ、パンフレット、ホームページ、安全性

説明資料など）および活動（キャンペーン、座談会採録など）について、

アンケート、意見交換を通じてご意見をいただき、それをツール、活動の

改善に反映。 

 

２．概 要 

（１） モニターの募集  

① 募集方法：客観的にみて公平性・透明性を担保できるよう、調査会社

が独自に保有している登録モニターから募集。 

② 任  期：１年間 （2012年度は 2013年３月まで） 

※ ご了解いただいた方に対しては、任期終了後も当機構から情報提

供を継続。 

③ 人  数：全国を９ﾌﾞﾛｯｸに分け、20名程度／ﾌﾞﾛｯｸ、合計 200名  

④ 対  象：成人を対象に、性別、年代別、原子力への賛否等に偏りが

ないように選定 。 

 

（２）アンケートの実施  

① 内  容：アンケートにより、当機構のパンフレットやＤＶＤ、ホー

ムページなどのＰＲツールについて、見やすさ、分かりや

すさ等の観点から意見をいただく。  

② 回  数：２回 （10月、１月） 

 

（３）意見交換会の開催  

① 内  容：モニターをブロック毎に会場に集めて意見交換会を実施し、

ＰＲツールや広聴・広報活動等について分かりやすさ、よ

り説得力のある説明方法等の観点から、モニター間のディ

スカッションを通じて意見をいただく。  

② 回  数：第 1 回意見交換会をブロック毎に各 1 回開催後、積極的に

発言いただいた参加者 30名程度を選定して、第２回意見交

換会を開催。 
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３．スケジュール（予定を含む） 

 

 

 

４．モニターからの主な意見（第 1回意見交換会） 

当機構ＤＶＤ（「地層処分とは・・・？」）を視聴いただき、印象や地層処分

事業について率直な意見をいただいた。主なご意見は以下のとおり。 

 

   ○ 好意的な意見 

・ 原子力の善し悪しではなく、使用済燃料も含めて、これだけのゴミが

あるということを、メディア等を通じてもっと積極的に国民に示すこと

が大切。 

・  地層処分の必要性、喫緊に解決しなければならない問題ということを

もっと訴えるべきではないか。 

・  この問題をより多くの人に知ってもらうには、テレビＣＭがよい。 

・ こうした問題があることを学校教育の場で教える必要がある。このＤ

ＶＤを高校や大学の授業で見せるべき。 

・  100 年に及ぶ事業への理解には小中学生がキーマン。学校教育で使用

できる映像副教材を用意し、学校や公民館・図書館に配布するなど次世

代に情報を伝える工夫が必要。 

・  地域住民の視点で、自分たちの地域に地層処分場ができたときの町の

モデルを説明すると理解が進むのではないか。 

・ スウェーデンやフィンランドなどの海外先進国について、どのような

 ブロック 開催場所 実施日 

第１回アンケート インターネット 全国 
10月 23日（火） 

～11月 3日（土・祝） 

第
１
回
意
見
交
換
会 

１ 北海道 北海道札幌市 11月 24日（土） 

２ 東 北 宮城県仙台市 11月 23日（金・祝） 

３ 東 京 東京都中央区 11月 10日（土） 

４ 中 部 愛知県名古屋市 12月 8日（土） 

５ 北 陸 石川県金沢市 11月 17日（土） 

６ 関 西 大阪府大阪市 12月 ９日（日） 

７ 中 国 広島県広島市 12月 １日（土） 

８ 四 国 香川県高松市 12月 ２日（日） 

９ 九州・沖縄 福岡県福岡市 12月 15日（土） 

第２回アンケート インターネット 全国 
１月 19日（土） 

～１月 31日（木） 

第２回意見交換会 東 京 東京都港区 ２月 23日（土） 
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土地を処分地に選定したのか、どのような過程を経て選定したのか、地

域の人がどのように受け止めているのかを知りたい。 

 

   ○ 厳しい意見 

・ 内容が地層処分ありきの流れになっている。地層処分を含めた各処分

方法のメリット・デメリットを、費用も含めてもっと説明すべきである。 

・ 何かあったら、どうするのかを説明すべき。それが安心につながる。 

・  福島での震災瓦礫の受入れに対する各地での住民反対運動を見れば、

高レベル放射性廃棄物をという話になった際に、どれだけの反対運動が

起こるか分かるはず。「公募」などという選定プロセスはあり得ない。 

・  地殻変動のない安定した地層が存在するという大前提が、今揺らいで

いるのではないか。 

・  原子力発電所も以前は安全と言っていた。震災後は、どのような説明

であっても懐疑的に見てしまう。 

・  どのような説明を受けても、先例のない地層処分には不安が残る。 

・  費用がどれくらいかかるのか説明して欲しい。何も生み出さないもの  

にここまで費用をかけるのは過剰な設備投資にも見え、経済性・リスク・

安全のバランスが分からない。 
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【参考資料】 
 

ワークショップ開催レポートの例＜名古屋＞ 
（ホームページのコピー） 
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